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論文内容の要旨
大阪港域では昭和30年代中頃から現在までに.技術的課題を解決しつつ約1200haの埋立地が造成されて
きた。その聞に埋立地の土地利用が業務・住宅地に変化していき地盤の品質すなわち供用後の残留沈
下量に対する要求が厳しくなる一方で，埋すa地は沖積粘土層が厚く，かっ深い水域に進展し，沖積粘土層
の圧需沈下量の増大とともに，洪積層の圧密沈下が熊視できなくなるなど，新たな技術課題が生み出され
たきた。
本論文は，大阪港域の埋立地造成事業が本格化した昭和40年から現在iこ至る聞に筆者が直接経験した，
土地造成手法と地盤品質との関係，瑚立地盤の挙動と立地する構造物挙動の関係，今後多用が予想される
帯状ドレーンの適用性と技術的課題への対応，庄密過程の予測計算手法など臨海域の土地造成に関わる
地盤工学的課題への対応結果をまとめたもので.6章からなる。
第 1章では，大阪湾臨海部の埋立の歴史を概観するとともに，臨海埋立地の地盤沈下問題は，埋立後の
年月を追って顕在化してくるので，長期観測データから土地造成手法と地盤の品質を関連させておくこと
の必要性を強調した。また本論文の目的を位置付けたο
第2章では，土地造成手法，すなわち粘土層へのパーテイカルドレーン〈鉛直排水工法)の有無と種類，
埠.立土の種類などと造成後の沈下速度の経時変化を整理し良好な通水能力を有するパーテイカルドレー
ンを用いて十分圧密時聞をとることが埋立地盤の安定に不可欠で、あることを示した。これは地盤沈下に起
因する構造物の損傷補修と機能維持のための経費調査からも裏付けた。次に深い水域の埋立地に生じてい
る洪積粘土層の圧密沈下量が，粘土層の過圧密比に密接に関連していることを長期沈下観測から示し，岸
壁，橋架下部工，上屋，トンネルなど護岸線付近の構造物の不同沈下と陸側への変化が洪積属の不阿沈下
に起因していることを明らかにした。
第3章では.帯状ドレーンの縦方向通水機能，すなわち流入した粘土の間隙水を粘土層外へ排出する機
能を取り上げた。まず初期に導入された木質繊維のペーパードレーンが低通水機能のために効果が十分発
揮されなかったことをドレーン内の水頭損失を考慮した圧密過程の計算で説明し，その後開発されたプラ
スチック製ドレーンが土中で受ける応力・変形のもとで必要な通水容量を有することを軍内実験結果で確
かめたうえ.実工事で良好な機能を発揮している地盤中のプラスチック製ドレーン中の水の流速を測定し
て実際の通水容量を求めた。最後に長さ23mの長尺フ@ラスチック製ドレーンが必要な機能と海上打設への
適用性を有することを試験工事で確認した。
第4章では，土地供用後の残留沈下をゼロに近づける課題に成功した過圧密工法の実施例を説明した。
まず.海底地盤と埋立層の聞に設けた砂層の水位を低下させ，その増加圧力で粘土層を圧密する簡便，か
っ経済的なt法の原理を説明し，次いで工事手順，井戸の構成と運転状況を述べ，砂層の水位低下と圧密
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過程が期待どおりに進展したことを示し，さらに供用後の地盤と高層建築物の閣の不同沈下量がごく小さ
いことを確認した。
第5章では，圧密過程の計算法の妥当性を検証した。沖積粘土層上の埋立地は圧密沈下量が大きいため，
埋立土量の算定，地盤高さの確保および土地供用時期決定のために最終沈下量とその時間過程に精度の
高い予測が要求される。まず帯状ドレーンの換算径の選び方と打設時の粘土の乱れによるドレーン周囲の
透水性低下への対応は.慣用の計算法で大きな誤りのないことを確認した。次に慣用計算法が適用できな
い不貫通ドレーンによる圧密過程と沖積粘土層に一般的である土性が深度方向に変化する場合の一次元
圧密過程に対して，影響要因を忠実に考慮した差分法による数値計算結果が，長期観測で得た時間一沈下
関係および体積比の探度分布の経時変化をよく説明していることを示した。
第6章では，各章で得られた結論を要約した。
論文審査の結果の要旨
沖積平野部に立地する我が国の大都市は埋立によって、海域へ進出しているが軟弱で厚い沖積粘土層上
の埋立地は，土地供用後の残留沈下に悩まされる。本論文は，著者が大阪港域の埋寸ー事業が本格化した昭
和40年から土地造成事業に関わり.その過程で得た埋立地盤の挙動と土地造成に対する地盤工学上の課題
に関する一連の研究成果をまとめたものである。
まず，造成地の沈下に起因する問題は土地供用後の年月を追って顕在化してくるので，土地造成手法と
地盤の長期沈ド観測結果を関連させておくことの重要性を第l章で強調し，第2章で粘土層へのパーテイ
カルドレーン(鉛直排水工法)の有無と種類埋立土の積類などの造成手法と土地供用後の沈下速度の経
時変化，地盤沈下に起閃する構造物の補修と機能維持のための経費を整理し，良好な通水能力を有するパー
テイカルドレーンのもとに十分な圧密時間をとることが理立地盤の安定に不可欠であることを明らかにし
た。さらに海底地盤と埋立層の問の砂層水位を低下させる過圧密工法が土地供用後の沈下を小さくする上
に優れた工法であることを示している。この過圧密工法は簡便.かっ経済性に優れた地鍛改良工法である
ことが，第4章で詳述されている。また，深い水峨の埋立地に生じている洪積粘土層の圧密量が，粘土層
の過圧密比に密接に関連していることを長期沈下観測結果によって示し，護岸線付近の構造物の陸側へ向
かう傾斜と沈下が洪積層の不同沈下に起因することを明らかにしている。
今後多用されると考えられる帯状ドレーンは，軟弱粘士層の大きな圧密沈下に耐え，施工性・経済性に
優れているものの，断面積が小さいために通水能力不足による庄密遅れの不安がある。第3章では，まず
大阪南港で初期に導入された水質繊維のドレーンが，通水能力不足から期待した効果が得られなかったこ
とをドレーン内の水頭損失を考慮した圧密過程の計算で説明しその後開発された帯状ドレーンの室内通水
試験結果と実粘土層に打設されているドレーン内を流れる水の現場流速測定，および長さ23mの長尺ドレー
ンの試験工事の結果から.現在用いられている情状ドレーンの適用範囲の目安を長さ25.. 3Umとうえでいる。
埋立造成の設計と施工管理には，圧密沈下の時間過程の予測が必要である。第5章で計算法の妥当性を
検討している。まず帯状および円形ドレーンを用いる際の求心水平流による圧密過程が償用の計算法で実
用上の誤りのないことを述べ，次に慣用計算法が適用できない不貫通ドレーンによる圧密過程2例と，土
性が深度方向に変化する場合の一次元圧密過程2例に対する数値計算結果が長期観測結果をよく説明して
いることを示し，このような複雑な条件の庄密過程も支配要因を忠実に考慮した差分計算法によって妥当
な結果が得られることを明らかにしている。
本論文で取り上げている課題は，いずれも埋立地造成の設計・施工，および造成された地盤の品質に対
する重要課題であり，明らかにされた知見は地盤工学ひいては土木工学に寄与するところ大である。よっ
て本論文の著者は博士(工学)の学位を受ける資格を有するものと認める。
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